
「柏崎刈羽原子力発電所の過酷事故時における対策の考え方」

（事務局暫定案）のポイント

① 即時避難区域 …特定事象の発生時に、直ちに即時避難区域（PAZ）から概

ね （概ね半径５㎞） 半径30㎞圏外へ避難

② 避難準備区域 …緊急時モニタリング結果等から必要な場合は、概ね半径30

（概ね半径30㎞） ㎞圏外へ避難

③ 屋内退避計画地域…必要に応じて、屋内退避や、安定ヨウ素剤の服用を実施

（概ね半径50㎞）

④ 放射線量監視地域…安定ヨウ素剤の備蓄計画を事前策定し、広域的な環境放射

（県内全域） 線モニタリングを実施

※

広域避難を想定した知事による避難調整・避難指示のほか、緊急的に必要があ

る場合には、知事の避難指示を待たずに、市町村長が避難指示を行う。

○ 避難する市町村と受け入れる市町村のマッチングは、あらかじめ県が調整。

○ 避難者のケアは、初動期、受入市町村が避難対象市町村等と協力して実施し、

一定期間経過後、避難対象市町村に引継ぎ。

※

避難準備区域内の避難対応については、モニタリング結果のほか、発電所の状

況、より発電所に近い地域での線量、風向等を考慮し、予測的手法も併用

※

県内での避難が困難となる場合も想定し、近隣県への避難についても検討

※

○ 県及び市町村は、過酷事故時に適切に行動できるよう、平常時から、原子力

防災に関する知識の普及に努める。

○ 県、市町村、国及び関係機関は、円滑に避難等の対応を実施できるよう、情

報共有体制を整備

※…第４回原子力防災部会の議論を踏まえて追加

４ 避難対応における実測と予測的手法の併用

２ 知事、市町村長による避難指示

６ 平常時における住民向けの情報周知と情報共有体制の整備

５ 県外避難の検討

１ 原子力防災対策エリアを県内全域まで拡大

３ 受入市町村の事前調整と避難者のケア


